
                        令和４年８月２３日（火） 

                       第 1回岡山県消費生活懇談会 

 

＜資料３＞ 

 

その他 

 

 

 

 ・「ちょっと待って！！そのネット注文“定期購入”ですよ！」 

 

※通信販売の詐欺的な定期購入商法対策が強化されました。（R4.6.1 施行） 

  

 

 

・電磁的記録によるクーリング・オフについて 

 

 ※書面による通知に加え、電磁的記録（メール等）による通知が可能になり

ました。（R4.6.1 施行） 

 

 

 

・「全ての加工食品の原材料の産地が表示されます！」 

 

※食品表示基準の改正により、全ての加工食品の原料原産地表示等が義務 

付けられました。（R4.3.31 で経過措置期間満了） 
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上記①～③の内容については、改正特定商取引法により、最終確認画面で明確に表示しなけ

ればいけません。令和4年６月1日以降、誤認させる表示により申込みをした消費者は、契約

を取り消せる可能性があります。個別被害の御相談は「１８８」へお問い合わせください。

困ったときは一人で悩まずに、
「消費者ホットライン」へ御相談ください

消費者ホットライン１８８

イメージキャラクター イヤヤン

☞ １回限りで・簡単に・無料で解約できますか？

カウントダウン表示に惑わされずに落ち着いて

確認するポイント

☞ 「〇カ月コース」「定期」「自動更新」「無期限」などの表示があれば

２回目以降も届きます

上記①～③の契約内容が
分かりづらい通販サイトの
利用時には 入念なご確認を

悪質な通販サイトでの
落とし穴を解説します

「お試し」「初回限定●％オフ」「解約可能！」などとお得感を強調した

サプリメント、美容・化粧品、健康食品などのネット注文は

①１回限りの購入ですか？

②２回目からはいくらですか？

☞ 「初回」価格と「２回目以降」の価格は違います

③ 解約の方法は？



✔ 成年年齢引下げにより、2022年４月から一人で契約ができるようになる
18歳・19歳の皆さんは、特に慎重に契約内容を確認しましょう！

✔ 証拠を残すため、最終確認画面のスクリーンショットを残しておきましょう

“定期購入”に関して知っておきたいこと

➤ トラブルはこんなに増えています！

※PIO-NETに登録された消費生活相談情報 （2021年12月31日までの登録分）

※「定期購入」の相談件数は、通信販売で「お試し価格」、「初回無料」などをうたった飲料、健康食品、化粧品の定期購入に関する相談を集計したもの
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（件） 「定期購入」に関する消費生活相談件数の推移

➤ トラブル回避のために・・・

➤ こんなトラブル事例があります

特別価格での購入締切のカウントダウン表示

に焦って注文したら、５回目までは解約不可

な定期購入契約になっており解約を断られた
（👤５０代女性）

解約手続を行いたいのに、事業者に電話が

つながらず解約できない （👤５０代女性）

解約保証の条件として、別途１か月分の

商品代金を通常価格で支払う必要があった
（👤２０代女性）

このような化粧品や健康食品などの

ＷＥＢ広告を見て「なら初回注文だけで」

との気持ちで商品を”おトクにお試し” 感覚で

注文したつもりでも…

▶ 実際には、複数回の商品購入が条件

となる“定期購入契約”を結んで

しまっていたとの事例が急増しています

そのような広告を見て「解約保証があれば

安心」との考えで気軽に注文したものの…

▶ いざ解約をしようとすると、

連絡が取れないケースや、

追加支払を求められる事例も…

動画サイト上の広告からダイエットサプリメ

ントをお試し特別価格で１回限りのつもりで

注文したが、実際には、複数回購入すること

が条件の定期購入契約だった
（👤１０代女性 /👤３０代男性）



改正特定商取引法の施行に伴い、令和4年6月1日

以降、消費者は書面だけではなく電磁的記録（電子メ

ール等）によりクーリング・オフを行うことが可能となり

ました。

※以下、消費者庁ＨＰより抜粋

Ｑ 電磁的記録によるクーリング・オフとは、具体的にはどのようなものが該当

しますか。

Ａ 「電磁的記録」とは、電子的方式、磁気的方式のほか、人の知覚によって

は認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるもの全てが該当し、消費者はこれによる通知を行うこと

でクーリング・オフが可能となります。代表的な例としては、電子メールのほ

か、ＵＳＢメモリ等の記録媒体や事業者が自社のウェブサイトに設けるクーリ

ング・オフ専用フォーム等により通知を行う場合が挙げられます。

また、ＦＡＸを用いたクーリング・オフも可能となります。

Ｑ 電磁的記録によるクーリング・オフを行う上で、消費者が気を付けるべきこ

とはありますか。

Ａ まず、契約書を確認し、電磁的記録によるクーリング・オフの通知先や具体

的な通知方法が記載されている場合には、それを参照した上で通知を行いまし

ょう。

また、その際には、（書面によるクーリング・オフと同様に）事業者が対象

となる契約を特定するために必要な情報（契約年月日、契約者名、購入品名、

契約金額等）やクーリング・オフの通知を発した日を記載するようにしましょ

う。

加えて、クーリング・オフを行った証拠を保存する観点から、電子メールで

あれば送信メールを保存しておく、ウェブサイトのクーリング・オフ専用フォ

ーム等であれば画面のスクリーンショットを残しておくといった対応を行うことが望ま

しいと考えられます。



https://www.caa.go.jp/policies/policy/food_labeling/

https://www.caa.go.jp/policies/policy/food_labeling/information/contact/

令 和 ４




